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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 46,707 2.2 4,201 △8.1 4,542 △12.2 2,959 △10.1
22年3月期第2四半期 45,714 13.5 4,569 267.4 5,172 339.9 3,293 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 39.59 ―
22年3月期第2四半期 44.05 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 128,541 104,662 81.4 1,400.35
22年3月期 137,190 104,911 76.5 1,403.60

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  104,662百万円 22年3月期  104,911百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 10.00 ― 40.00 50.00
23年3月期 ― 10.00
23年3月期 

（予想）
― 25.00 35.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 101,800 2.0 14,700 10.8 15,300 7.5 9,700 9.6 129.78



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
  この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期財務諸表に
対する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績予想等は、現時点で入手可能な情報により判断した予想であり、将来の業績に影響を与える不確実な要因やリスクが含
まれています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性があります。 
２．平成22年５月11日に公表いたしました、平成23年３月期の連結業績予想のうち、通期について本資料において修正しております。詳細は３ページ「１．
当四半期の連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
また、平成23年３月期の個別業績予想のうち、通期について本日（平成22年11月９日）付けで修正しておりますので、別途公表いたしました「業績予想の修
正に関するお知らせ」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】４ページ「２．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ― ）、 除外 ―社 （社名 ― ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 74,947,628株 22年3月期  74,947,628株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  207,825株 22年3月期  203,047株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 74,742,501株 22年3月期2Q  74,761,838株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く経営環境は、より一層厳しさを増しました。中核事

業が属する国内医薬品業界では、本年４月の薬価基準の改定（業界平均実質：約６．５％、杏林製薬㈱：６％台）

など、医療費・薬剤費抑制を目的とした諸施策が継続的に実施され、ヘルスケア事業領域におきましては、消費の

低迷に加え、低価格志向の動きが持続しています。 

 このような状況下、当社グループは、今年度、新中期経営計画「ＨＯＰＥ１００－ステージ１－（平成22年度～

平成27年度）」をスタートし、「新たな事業モデルによる医薬事業の推進」「ヘルスケア事業の育成と新規事業の

創出」等に積極的に取り組み、持続的かつ健全な成長に向け邁進しております。 

 医薬品事業では、医療用医薬品の薬価改定の影響を受けつつも、国内新医薬品におきましては主要製品の普及の

最大化に努め、薬価改定の影響を上回る数量ベースでの伸びを示し、また、後発（ジェネリック）医薬品では保険

調剤薬局市場での販売が増加するなど売上は順調に推移しました。他方、ヘルスケア事業では、需要減少の影響等

により売上が低迷致しました。この結果、売上高は４６７億０７百万円と前年同期比９億９２百万円（前年同期比

２．２％増）の増収となりました。 

 利益面では、売上の増加と売上原価率の低減により売上総利益は９億４４百万円増加したものの、販売費及び一

般管理費が研究開発費の増加等により１３億１２百万円増加（前年同期比５．４％増）したため、営業利益は４２

億０１百万円と前年同期比３億６８百万円（前年同期比８．１％減）の減益となりました。また経常利益は４５億

４２百万円（前年同期比１２．２％減）、当四半期純利益は２９億円５９百万円（前年同期比１０．１％減）とな

りました。 

    当第２四半期連結累計期間の業績は下記の通りとなりました。 

  

売上高    ４６７億０７百万円（前年同期比  ２．２％増） 

営業利益    ４２億０１百万円（前年同期比  ８．１％減） 

経常利益    ４５億４２百万円（前年同期比 １２．２％減） 

当四半期純利益 ２９億５９百万円（前年同期比 １０．１％減） 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①医薬品事業  

 国内新医薬品では、呼吸器内科・耳鼻科・泌尿器科を中心とする特定領域の医師、医療機関に営業活動を重点化

するフランチャイズカスタマー（ＦＣ）戦略及び卸店政策の更なる強化により、効率的な販売力の発揮、生産性の

向上に努めた結果、売上高は前年を上回り、３７７億０８百万円（前年同期比２．７％増）となりました。主要製

品では、気管支喘息・アレルギー性鼻炎治療剤「キプレス」、過活動膀胱治療剤「ウリトス」が好調に推移し、気

道粘液調整・粘膜正常化剤「ムコダイン」、潰瘍性大腸炎・クローン病治療剤「ペンタサ」は前年を上回る実績と

なりました。 

 海外新医薬品では、広範囲抗菌点眼剤「ガチフロキサシン点眼液（導出先：米国アラガン社）」の売上は前年を

上回り、売上高は１５億００百万円（前年同期比１７．４％増）となりました。 

 後発（ジェネリック）医薬品では、本年４月より推進されている後発品の使用促進策（薬局の調剤基本料におけ

る後発医薬品調剤体制加算の見直し）等により市場の拡大が進展する中、当社グループの後発（ジェネリック）医

薬品は重点製品が好調に推移し、売上高は４１億１５百万円（前年同期比１４．８％増）となりました。なお、医

療用医薬品事業を取り巻く環境変化に臨機応変に対応すべく、キョーリン リメディオ㈱の卸店販売ルートを杏林

製薬㈱に集約することとし、平成22年10月１日より卸店向け医療用医薬品の物流を統合いたしました。卸店販売ル

ートにおける後発（ジェネリック）医薬品の売上拡大と医療行政における制度変更への対応など、臨機応変な戦略

の展開を目指します。 

 一般用医薬品他では、哺乳びん殺菌消毒剤「ミルトン」への営業力を強化するとともに、主要製品の販売活動を

促進しましたが、売上高は前年を下回る２０億４９百万円となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は４５３億７３百万円となり、営業利益は４０億４３百万円となりました。 

②ヘルスケア事業 

 ヘルスケア事業は、ナノカプセル技術を応用した化粧品事業を行うドクタープログラム㈱の売上が、需要減少の

影響等により低迷しました。 

 この結果、当セグメントの売上高は１３億３３百万円となり、営業利益は１２百万円となりました。 

（注）第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等に関する会計基準」（企業会計基準17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日を適用しているため、各セグメント（医薬品事業・ヘルスケア事業）の前年同期比は記載して

おりません。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



 当社グループの中核事業における研究開発の状況は以下のとおりです。 

 当社グループでは、自社創製品、導入品、既存品のライフサイクルマネジメント（新効能・効果の取得、剤型の

追加）により、特定領域において魅力ある製品パイプラインの構築に積極的に取り組んでいます。自社創薬活動で

は、研究領域を呼吸器・泌尿器・感染症、その他に重点化し、効率的かつ効果的な新薬の創製に努めています。マ

ーケットインの発想に基づき、研究開発プロセスの改革に取り組むと共に、当社グループ内の杏林製薬㈱創薬研究

所（日本）、ＡｃｔｉｖＸ社（米国）、キョーリンスコットランド研究所（英国）の機能の明確化と連携強化、外

部との積極的なコラボレーションにより、グローバル創薬ネットワークの再構築を推進しています。 

 国内開発の進捗状況としましては、気管支喘息治療薬「ＫＲＰ－１０８」のＰｈⅡｂ臨床試験を平成22年４月に

終了し、同８月よりＰｈⅢ臨床試験を開始しました。 

 海外開発の進捗状況としましては、オピオイド誘発性便秘治療剤「ＫＲＰ－１１０」のＰｈⅠ臨床試験を平成22

年８月に米国で開始しました。また、当社グループが創製した「ＫＲＰ－２０３」に関して、炎症性腸疾患に関す

る新たなライセンス契約を平成22年11月にノバルティス（本社：スイス）と締結しました。 

 当第２四半期連結累計期間における研究開発費は６８億７９百万円（前年同期比２１．３％増）となりました。

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の資産は、流動資産が現金及び預金、受取手形及び売掛金の減少等により７５億５

６百万円減少し、固定資産が有形固定資産、投資有価証券の減少等により１０億９１百万円減少したため、前連結

会計年度末と比較して８６億４８百万円減少し、１，２８５億４１百万円となりました。 

 負債は、支払手形及び買掛金、未払法人税等の減少等により、前連結会計年度末と比較して８３億９９百万円減

少し、２３８億７９百万円となりました。 

 純資産は、利益剰余金、その他有価証券評価差額金の減少等により、前連結会計年度末と比較して２億４９百万

円減少し、１，０４６億６２百万円となりました。 

 この結果、自己資本比率は８１．４％となり、前連結会計年度末より４．９ポイント増加いたしました。 

 ②キャッシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、２１億１２百万円の収入であり、これは主に税金等調整前四半期純利益

４５億５６百万円、減価償却費１１億６３百万円、売上債権の減少４４億７６百万円、仕入債務の減少４０億４２

百万円、法人税等の支払額４３億８３百万円によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、８億９８百万円の支出で、これは主に有形固定資産の取得による支出５

億８８百万円、有価証券の売却及び償還による収入１４億０１百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入９

億３４百万円、投資有価証券の取得による支出２４億０２百万円によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、３１億９８百万円の支出で、これは主に配当金の支払２９億８６百万円

によるものです。 

 この結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して２０億３３百万

円減少し、１９５億２３百万円となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における業績の状況を勘案し、業績予想の見直しを行い、平成22年５月11日付け当社

「平成22年３月期 決算短信」にて発表いたしました平成23年３月期の連結業績予想を以下の通り修正いたしま

す。 

  

売上高  １，０１８億円（前年同期比  ２．０％増） 

営業利益   １４７億円（前年同期比 １０．８％増） 

経常利益   １５３億円（前年同期比  ７．５％増） 

当期純利益   ９７億円（前年同期比  ９．６％増） 

  

なお、海外売上における為替レートは１ＵＳ＄８６円、１ユーロ１２１円を想定し、計画しています。 



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）

及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用

しております。 

 なお、これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益に及ぼす影響はございません。  

②資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,299 20,193

受取手形及び売掛金 32,382 36,859

有価証券 5,471 5,353

商品及び製品 10,597 11,068

仕掛品 1,152 1,195

原材料及び貯蔵品 8,834 9,609

繰延税金資産 2,637 2,616

その他 4,182 4,232

貸倒引当金 △54 △69

流動資産合計 83,504 91,060

固定資産   

有形固定資産 15,347 15,825

無形固定資産   

のれん 422 552

その他 435 471

無形固定資産合計 858 1,024

投資その他の資産   

投資有価証券 23,460 23,779

繰延税金資産 4,096 4,188

その他 1,710 1,743

貸倒引当金 △435 △432

投資その他の資産合計 28,831 29,278

固定資産合計 45,037 46,129

資産合計 128,541 137,190



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,816 9,858

短期借入金 2,705 2,795

未払法人税等 1,524 4,501

賞与引当金 3,054 3,043

返品調整引当金 50 114

ポイント引当金 56 57

その他 5,130 5,827

流動負債合計 18,338 26,198

固定負債   

社債 － 30

長期借入金 508 572

退職給付引当金 4,068 4,394

役員退職慰労引当金 19 53

その他 944 1,028

固定負債合計 5,541 6,079

負債合計 23,879 32,278

純資産の部   

株主資本   

資本金 700 700

資本剰余金 4,752 4,752

利益剰余金 99,708 99,738

自己株式 △289 △283

株主資本合計 104,871 104,907

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △36 138

為替換算調整勘定 △172 △134

評価・換算差額等合計 △209 3

純資産合計 104,662 104,911

負債純資産合計 128,541 137,190



（２）四半期連結損益計算書 
 （第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 45,714 46,707

売上原価 17,035 17,083

売上総利益 28,679 29,623

販売費及び一般管理費 24,109 25,422

営業利益 4,569 4,201

営業外収益   

受取利息 171 140

受取配当金 49 56

受取賃貸料 138 136

持分法による投資利益 100 20

その他 211 34

営業外収益合計 671 389

営業外費用   

支払利息 29 23

投資事業組合損失 21 12

その他 18 11

営業外費用合計 69 47

経常利益 5,172 4,542

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9 4

投資有価証券売却益 － 20

特別利益合計 9 25

特別損失   

固定資産除売却損 20 9

投資有価証券売却損 5 0

ゴルフ会員権評価損 － 1

投資有価証券評価損 23 0

特別損失合計 50 11

税金等調整前四半期純利益 5,131 4,556

法人税、住民税及び事業税 2,129 1,405

法人税等調整額 △290 191

法人税等合計 1,838 1,597

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,959

四半期純利益 3,293 2,959



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,131 4,556

減価償却費 1,362 1,163

受取利息及び受取配当金 △221 △197

支払利息 29 23

投資有価証券評価損益（△は益） 23 0

売上債権の増減額（△は増加） 3,561 4,476

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,363 1,289

仕入債務の増減額（△は減少） 332 △4,042

その他 △648 △953

小計 8,209 6,316

利息及び配当金の受取額 233 203

利息の支払額 △31 △23

法人税等の支払額 △957 △4,383

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,453 2,112

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 1,400 1,401

有形固定資産の取得による支出 △481 △588

有形固定資産の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 △39 △77

投資有価証券の取得による支出 △1,499 △2,402

投資有価証券の売却及び償還による収入 501 934

その他 729 △164

投資活動によるキャッシュ・フロー 611 △898

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,262 △91

長期借入れによる収入 － 100

長期借入金の返済による支出 △162 △163

配当金の支払額 △671 △2,986

その他 △76 △57

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,172 △3,198

現金及び現金同等物に係る換算差額 66 △48

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,958 △2,033

現金及び現金同等物の期首残高 12,363 21,556

現金及び現金同等物の四半期末残高 18,322 19,523



 該当事項はありません。 

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

  医薬品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

〔海外売上高〕 

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

   海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

〔セグメント情報〕  

 １．報告セグメントの概要  

   当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

   当社は、製品・サービスの類似性から区分される「医薬品事業」と「ヘルスケア事業」の２つを報告セグメ

ントとしております。「医薬品事業」は、主に新医薬品、後発医薬品と一般用医薬品の製造、販売と仕入を行

っており、「ヘルスケア事業」は、主にスキンケア商品の販売と仕入を行っております。 

  

 ２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

  当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（注）１．セグメント利益の調整額144百万円は、セグメント間取引消去によるものです。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

該当事項はありません。 

  

   （追加情報） 

  第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

医薬品事業 
ヘルスケア

事業 
合計 

売上高           

外部顧客への売上高 45,373 1,333 46,707 － 46,707 

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

25 0 25 △25 － 

計 45,398 1,334 46,733 △25 46,707 

セグメント利益 4,043 12 4,056 144 4,201 



 該当事項はありません。  

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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